

























　§ 1 .　加藤の問題提起と論証　　§ 2 .　論証の検討
　§ 3 .　構想転換の実態　　§ 4 .　組織の均衡。その全体構造
Ⅴ　バーナードの方法とヘンダーソンの方法
　§ 1 .　発端　　§ 2 .　近代科学の方法とヒポクラテスの方法









































































































































るとこにこそ、バーナード理論のユニークさがあると考え続けてきた。」（加藤 1979 : 79）
　人間（≒個人）vs 組織（≒協働）の 2 項対立は、社会科学の枠組の基軸とも云うべきもの





































（加藤 . 1996 . p . 543）
図 2　個人と協働のインターフェースとしての組織
（加藤 . 1996 . p . 554）
　図 1 の右円 = 協働は正しくは組織（何らかの目的達成を志向している集団ないし団体）と
よぶべきであり、組織と個人がインターフェイスすると敵対から協働まで様々の現象が生じ
る。敵対や無関心（を生む諸要因）を除去ないし緩和して協働を促進するのが管理執行者の
役割であるが、彼は図 2 におけるような第 3 者ではなく、組織の核心に位置し、組織に一体
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化している存在である。





























































点’と考えて以下のように敷衍している。――「そもそも informal organization という考え
方は、バーナードにあっては‘多分誰か他の人からの借りもの’であって、ローウェル講義
草稿では必ずしも認識が明確ではなかった。」主著に至って「まずは formal organization が、
次いで informal organization がというように 2 段階的に導出された 1 対の概念枠組によっ
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て……組





「これで協働体系および組織の理論の困難な提示を完了した。」（This completes the difficult 
presentation of the theory of cooperative systems and organizations.）」（Barnard : 123）と
















・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
織というもの organizations――これが主著後半（第 10 章以后）におけるバーナードの認
識対象である。その外延は協働体系から物的体系を除いたもの、すなわち［組織 + 人間 + 社
会的体系］だと了解しうる。物的体系は所詮添え物であるから、組






　第 6 章の段階（とくに 78 ～ 79 ページ参照）では協働体系内に在って、その活動が（組織
目的に沿って）意識的に調整されていない a）個人および集団と、b）彼らの間の接触や相互
作用、――これが非公式組織の構成要素であり、協働体系の構成要素としては a が個人、b



































　（相互作用の居住空間問題はさておき）もう 1 つ、第 16 章において非公式組織は個人的体
系（→個人経済）に含まれる、とした場合、第 9 章において公式組織と対をなすものとして
造形され、組
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
織というものに統合された非公式組織が、再び公式組織と分離・対立すること
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になる――ということの意味を、加藤はどう捉えているのか、訊いてみたい。
　　§ 4 .　‘個人の地位’規定と非公式組織。その対応関係 ?























　 ロ ー ウ ェ ル 講 義 草 稿 Ⅶ The Excutive Functions が 主 著 で は 第 15・16 章 .Excutive 






















立てて論じられ、分量的にも大幅に拡充された。そして、第 15 章と第 16 章とでは、その根
底にある管理執行機能をめぐる構想が全く異なる、と云うのである。
　前半 3 種に絞られることによって、管理執行機能は組織成立の条件である 3 要素［目的・
協働意志・伝達］との密接な対応関係（ひいて組織と管理執行との不可分性）を顕示するも
のになった。これは大きな改善である。




であり、絡み合う 2 つの局面から成る。組織は物的・社会的、2 つの環境それぞれから資源
ないしエネルギーを入出力することで存続する。（社会的経済におけるエネルギーとは、組織
が人々から受けとって再分配する犠牲、意欲、凝集力である。）すべての組織において三重
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る、それ程にも協働は不安定なものであるから、「組織の最終能率は全く異なる 2 つの要因、
（1）細部の経済 economy of detail と（2）全体の創造的経済 creative economy of the whole
とに依存することになる。」（Rowell Lectures Ⅶ 25 → K 663）2 つの要因の（1）は能率促進
機能（の発現の場）として、（2）は 6 番目‘管理執行諸機能の適切な組合せを確保する’機
能に対応するものとして説かれている。
　また草稿には、組織の能率性が 2 種類の制御（two controls）の結果として生ずるとして
次のような記述もある――「その 1 つは調整であり、組織の内部における生産的要因である。
その 2 は細部にわたる支出と収入の交換点、組織の縁辺における制御である。第 1 の制御要
因である調整は創造的要因であり、第 2 の制御である交換は分配的要因である。」（Lectures












か、を知る手掛りは主著第 15 章末尾および第 16 章冒頭部分から得られる（K 670）。草稿に
云う 6 機能のうち前半 3 つは組織の成立条件（である組織の要素）を満たすことを、後半の
有効性・能率性促進は（6 番目の諸機能の適切な組合せも同じく）組織の存続条件を満たす




























○ ○ ○ ○









○ ○ ○ ○
れ自体の問題である、という





の第 1 条件が有効性、第 2 条件が能率だ、とされている。
　組織の成立条件である 3 要素を生成させ、そのときの外部事情に適するように結合するこ
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　加藤は 1）後半 3 つを
・ ・
















を詳細に規定することよりも、むしろなぜそうであるか why it is so を述べることのみであ
る。」（B 235）
　バーナードは主著第 15 章で 3 つに大分類した管理執行機能それぞれについて、かなり詳細
に内容を説明し、他の機能との結合の仕方・され方についてもか
・ ・ ・ ・ ・
なり言及している。いよい
よそれら諸要素の生きた体系への結合の仕方・され方を本





























・ ・ ・ ・
用対象である組織の客体的均衡としての組織効用の創造・変形・
交換過程、すなわち、四重経済の均衡維持・発展過程という組織経済の概念枠組とによって
構成されている」（K 642、傍点筆者）。しかし主著第 16 章の論述それ自体においては、この
枠組構成が明示されておらず、「この点で、講義草稿Ⅶを‘全く新しく書き直した’という
バーナードの作業は、残念ながら極めて不十分なものにとどまっている」として加藤は［図





















































































けで……･･･ 近代科学の方法と対極にある第 1 の要素‘物事への直観的習熟’による対象把
握を受け入れられないし、受け入れてもいない」。従って「実際のヘンダーソンの方法はヒ
ポクラテスの方法になっていなかったと考えるのが、最も現実的である。」というのだ。（庭








なって一層明確に述べられることになる。」（K 409 ～ 10）注 6
　直観的習熟の域に達する程に事実を知ることなく、唯の言葉や観念で物事を考えることは



























































































































第 1、行為による感情表出’を第 2 とし、結合や集合体の持続を最後尾に置いた。けだし前
記の（パレートとヘンダーソンが挙げた）2 つは大きな集合体の構造を扱う際には重要視す






・ ・ ・ ・ ・
らの方法論
・ ・ ・ ・ ・
的基礎の欠
・ ・ ・ ・ ・
如を自覚し
・ ・ ・ ・
て急拠へ
・ ・ ・ ・ ・ ・
ンダーソンの
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に陥っている。










































とでも呼ぶべきものを書かねばならなかった。」（B 1938、邦訳 34 傍点筆者）
　2）協働シ
















　筆者は 50 年来、この 3 段階認識論の有用性を認めており、組織及び（マルクス経済学にお
ける）価値の概念に適用して、［表 1］のような理解に立っている。詳しくは（川端 2003）参
照
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表 1　3 段階論（的概念化）の適用例
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